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2 A 1 。 。 ' 字 "  開 手 " 型 企業の 
ォ 文帝打糸単営 と 苦果 是直 

権 田全治 ( 東京電機大学・ 理工学部 ) 

1 .  序論 

昭和 63 年度に公表されたいわゆる 「産業技術自書」 によれば、 わが国、 製造業 

の研究開発投資額はすでに 設備投資額を 上まわっていることが 明らかにされた。 

(" その原因については 業種によってそれぞれ 異なった解決が 成立ち得るが、 企業 
へのアンケート 調査の結果にいればその 理由は大きく 分けて、 (1) 産業又は市場の 

成熟化による 新規分野の開拓あ るいは業種変換のための 研究開発投資額の 増大と、 

(2) 先端技術領域での 開発競争の激化による 研究開発貫の 増大とに大別される。 い 

ずれにしても 注目すべきことは、 今日企業にとって 技術はすでに 企業の存立基盤 

そのものを支配する 重要な経営資源になりっ っ あ るという点で 共通していること 
であ る。 

従来、 企業の経営資源と 云えば、 ① ひと ( 人材 ) 、 ②もの ( 資財・設備 ) 、 ③ 

か れ ( 資本 ) の 3 つと云われて 来たが、 研究開発投資額が 設備投資額を 上まわり 

始めたという 事実はすでに 技術が企業にとって 第 4 の経営資源になりつつあ るこ 

とを明確に示唆していると 言えよう。 それにもかかわらず、 前者の 3 つの経営資 
源の マネ 、 一 ジメント手法については 従来から、 経営学の分野で 研究・開発されて 
いるが、 技術のマネ 、 一 ジメントについての 総合的な研究は 近年やっと着手された 

ばかりであ ると云っても 過言ではない。 しかもそれらの 研究の多くは 研究開発管 

理あ るいは技術革新の 発生メカニズム 等 (2) に関するものであ って、 技術を 1 つ め 
経営資源として 位置 すけ 、 イノベーション・プロセス 全体を企業経営の 立場から 
解析・研究しようとするものではなかった。 

そこで、 本報では技術を 企業内に於ける 第 4 の経営資源として 位置 す け、 その 

開発、 移転、 利用、 管理等のイノベーション・プロセスを 通じて派生するマネー 

ジメントの実態あ るいはその 

手法について、 主として研究 

開発型企業を 中心に以下考察 

してみたい。 

2. 技術経営の対象 と 範囲 

技術には情報と 価値、 生産 

と 利用の 4 つの側面があ ると 

言われている。 その意味から 

すれば技術経営にも 大きく 分 
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けて 4 つの視点からのマネ 、 一 

ジメントが考えられるが、 そ 図 1. ィ / ベーションプロセス と 各要素過程の 相互作用モチ ル 

0 対象と範囲については 明確 
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な 定義があ るわけではない。 

この点、 すでに 1 っ の学問分野として 確 「 tl 

止 されっ っ あ るエンジニアリンバ・マネ 、 

一 ジメント ( 工学管理 ) では、 その対象 

と 範囲を①人材 ( 研究者・技術者 ) 管理、 

②技術組織管理、 ③研究開発管理、 ④ 企 

柴内資源管理、 ⑤技術シス チム 管理の 5 

つめ カチゴリ一に 分けている (3) 。 技術 経 

営も分野的には 類似しているが、 開発目 

標の設定、 概念設計段階での 管理、 市場 

性の評価、 競争力評価と 云った技術戦略 

の 立案に係わるような 分野は工学管理に     
は 含まれていない。 即ち、 技術経営はど 

  
苑 @t 
  

ホト   搾由 Ⅳ 邨 は凹Ⅲ田 卸 ㎎仮 休 

ちらかと言えばイノベーション・プロセ 

スの マネ 、 一 ジメントをその 対象としてい 

るのに比べ、 エンジニアリンバ・マネー 図 2, 研究開発型中小企業の 経営者の双職歴 
ジメントはすでに 確立された技術紬織の 「中小企業に 於ける技術革新の 研究」 

中での技術の 効率的な管理・ 運営を目標 中小企業研究所 ( 中小企業事業団 ) 

としている点に 大きな相違があ ると見る 84-2((865)(1984) 

べきであ ろう。 従って技術経営のあ り 方 
を 考える際に重要なことは イ / ペーン コ ン・プロセス ( 図 1 ) の要素的 素 過程、 
例えば戦略企画、 概念設計、 意志決定、 開発研究、 生産管理、 販売、 市場アクセ 

ス 等々で派生する 個別のマネージメントの 問題よりも、 むしろそれら 要素的な素 
過程の相互作用、 あ るいはイノベーションを 生み出すシス チム 全体のマネ 、 一ジメ 
ント の問題としてぼ 術の管理・運営を 補える必要があ る点にあ る。 

そこで、 イノベーション・プロセスの 1 つ め モデルを図 1 に示したが (4) 、 現在 
までのところ、 イノベーションが 派生してくるプロセスについてのモデルはいろ 
いろ提示されているが、 それらが、 企業内でどう 作動しているのか、 また意志 決 

定 に際して何がクリチイカルなプロセスになっているのか、 さらに個々の 要素過 

程で経営者、 研究者、 技術者がどう 関与しているのか 等々についての 解析は今後 

0 間 題 として残されていると 見るべきであ る。 しかも、 元来イノベーションは 企 
業 と市場あ るいは社会との 接点で派生するものであ り、 従って 、 新しい技術の 開 
発 よりも、 開発された技術なり 製品の市場化プロセスの 方が遥かに重要な 意味を 
持っているとする 見方もあ る (2) 。 その意味からすれば、 イノベーション・プロセ 
スに は①企業内で 新しい技術なり 製品を開発して 行くミクロなイノベーション・ 
プロセスと、 ②それらが市場にアクセスされて 市場に新しい 秩序の形成あ るいは 

秩序の再配置を 誘起するマクロなイノベーション・プロセスがあ ると見るべきで 

あ ろう (5) 。 そこで、 技術経営の対象と 範囲を以下のように 大別しておくと 解りや 
すいであ ろう。 

( 1 ) イノベーション・プロセスの 要素的 素 過程のマネージメント 
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) イノベーション・プロセス 全 

スチ ふ としてのマネ 、 一 ジメント。 6, 

( 3 ) 市場化プロセス と イノベーシ 
  

ョン・ ヂィ フュージョンとの 相関 ( マ 
クロ な イノベーション・ブロ 
セスのマネージメント ) 

3. わが国の研究開発型企業の 現状と 
課題 

技術革新における 中小企業の役割が 

注目されはじめたのは 1970 年代にはい 
ってからであ った。 特に 0 E C D の中 

小企業と技術革新に 関する調査報告書 

によれば、 今世紀に入ってからの 重要 

な技術革新のうち、 5 0 % 以上が個人 

又は中小企業によって 行われてきたと 
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いう事実が報告されている @7' 。 それに 
よれば、 アルミニュウ ム の溶接、 組立、 

仕上げに関連した 重要な発明 149 件のう 
ち 8 6 % が、 また 1963 年のⅠ年間で ア 

メリカの鉄鉱業で 行われた重要な 技術 

革新 7 件のうち 1 0 0 % が中小企業に 

よって実施されたという 事実が明かに 

されている。 こうした歴史的事実の 背 

景には、 市場を独占している 大企業は 

元来技術革新に 対しては保守的で、 む 

しろ小さな特殊市場の 中で生きている 

中小企業の方が 技術革新を起こし 易い 

立場にあ ることを示唆している。 特に 

研究開発型中小企業がその 主役をはた 

してきたことから、 技術革新への 期待 

はそのまま研究開発型企業の 育成政策 

へと転換されるようになってきた。 

わが国にないては 60 年代の末から 始 

まった第一次ベンチャー・ビジネ 、 ス ( 

V B ) ブームが研究開発型企業の 時代 

の幕開けであ ったが、 その中で 70 年代 

末からの第二次 V B 時代までに生き 残 
れた企業は極めて 限られたものであ っ 
た。 しかもめが国政府が 研究開発型企 

業の役割を評価し、 その育成に積極的 

図 3    会社 投立 後の年数別にみ た 57 年度 
の研究 俺 

( 図 2 と同じ ) 
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4 図 技術革新の抽 敢 速度と 
キャッシュ・フローとの 内孫 
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図 5. 企業の成長速度と 技術革新の拡散との 関係 

に 取り組み始めたのは 80 年代にはいってからであ った (8) 。 わが国に於ける 研究 閑 
光里中小企業の 特色は第 1 に図 2 に示すように 経営者の多くが 技術系出身者であ 
6 点にあ り、 従って技術面よりもむしろ 経営面に弱点があ ること、 第 2 に技術の 

企業内蓄積が 浅いため単品の 開発で終わることが 多く、 研究開発活動がルーチン 

化されるまでに 至っていないこと、 第 3 に図 3 に示すように 研究開発投資が 製品 
が市場化され 始める段階で 急激に減少し 始めること、 即ち、 売上が上昇し 始める 

と 研究開発投資意欲が 低下して来ることなどにその 特徴を見ることができる。 こ 

ぅ した背景が、 85 年以降、 第 2 次 V B 時代に生まれた 研究開発型企業の 倒産の原 
因 となっていると 見ることができる。 特に注目すべきことは、 図 4 に示したよう 

に 、 一般に中小企業においては 企業の成長と 共にキャッシュ・フローは 一端減少 

する特色を持っており (9) 、 成長が急速であ ればあ るほどキャッシュ・フローは そ 
れ だ け 厳しくなあ ることになる。 それだけに、 85 年以降研究開発型企業の 倒産が 
相継いだ背景にはわが 国の V C ( ベンチャー   キャピタル ) のあ り方が問われて 
いるのかもしれない。 

また研究開発型企業に 対する政府の 支援政策も欧米諸国のそれに 比べ、 庇 、 す し 

も 効果的な政策がとられているとは 云い難いのが 現状であ る。 紙面の関係でその 

相違についての 比較には触れないが、 とくに指摘しておきたい 点はわが国政府の 

支援政策は技術革新のプロセスを 充分に研究した 上で、 科学的根拠に 基ずいた 政 

策 がとられていない 点にその特色があ ることであ る。 
4. 経営戦略と技術戦略のダイナミックス 

技術経営で最も 重要なことは 技術革新に向けての 技術戦略をど う 立案するかに 

あ る。 その際注意しなければならないことは 企業の経営戦略は 企業自身の成長殿 
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偕 によって変化していくのに 比べ、 技術戦略は技術革新の 拡散速度に依存して 変 

化していく点にあ る。 イノベーション・プロセスのミクロな モ チルでは企業がひ 
と 通り成長し、 すでにあ る程度定常状態に 達した段階にあ ることが前提とされて 

居り、 その上で企業内で 進められているイノベーション・プロセスの 要素的 素過 
程 あ るいはシス チム の解析が試みられているが、 大企業と言えども 成長を指向し 
ているとすれば、 成長を停止した 定常状態での モ チルは企業のダイナミズムを 無 
視したものと 言えよう。 

一方技術革新の チィ フュージョン・モチ ル によれば、 市場が未成熱な 段階から 
成熟していくに 従って技術の 戦略的マネージメントは 変化して行くと 言われてい 

る 。 Ⅱ ensch のメタモル ホ シス・モチ ル にその典型をみることが 出来るがⅡ 回 、 産 
業 によって生み 出される製品の 持つ潜在的な 属性と技術革新による 市場の構造的 

変化により、 技術の戦略的マネ 、 一 ジメントは大きく 変化するとする Ansoff のモデ 
ル (1 l ) なども拡散モデルの 1 つに含まれるものと 解釈できる。 従って、 イノ ベ一 
、 ンコ ン・プロセスをマネ 、 一 ジメントしようとすれば、 企業それ自身の 内側で営ま 
れるイノベーション・プロセスの 戦略的マネ 、 一 ジメントも企業の 成長段階によっ 
て変化し、 しかも外部環境であ る市場も技術革新の 拡散過程によってたえず 変化 

するために、 その都度覚部環境の 揺らぎに対応した 戦略的マネージメントが 求め 
られることになる。 

そこで両者の 関係を図示すると 図 5 のようになる。 中心の太線の 部分を技術 革 

新の拡散過程とすると、 企業の成長速度は 一般に拡散速度と 一致していないこと 
が多いので両者のカープは 異なっている。 両者の速度が 同じであ れば、 市場の成 

長 曲線と企業の 成長曲線は同じ 形状となるが、 それでも位相にずれが 現れること 
もあ る。 このことは技術の 戦略的マネージメントの 目標は基本的には 技術の拡散 
の 速度と企業の 成長速度との 相違によって 決定せれるべきものであ ることを示し 

ているが、 最も理想的な 状況は両者の 速度が同一で、 しかも位相が 一致す場合で 

あ ろう。 いわば両者が 共鳴したときに、 技術革新による 企業の急成長が 観測され 
ることになる。 
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